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３．中心市街地の活性化の目標  

【１】 目標指標の設定 

三期計画は、二期計画にて 70 事業を展開し中心市街地の活性化を推進してきた中、解決で

きなかった課題に着実に対応していくとともに、新型コロナウイルス感染症等、近年多様に変

化する社会経済情勢や人口減少社会とさらなる高齢化への対応に加え、サイクルツーリズムや

歴史・文化含む地域資源を活かしたまちづくりが求められている。 

このような状況を踏まえ、前述の 3つの基本方針（「基本方針①人がまちをいきかう」「基本

方針②人がまちをつくる」「基本方針③人がまちにすまう」）に沿って中心市街地の活性化を

図っていくにあたり、それぞれの基本方針を具現化するための目標を設定する。 

 

基本方針①人がまちをいきかう → 目標指標①休日のにぎわい創出 

                 目標指標②交流人口の増加 

基本方針②人がまちをつくる  → 目標指標③商業・業務機能の活性化 

基本方針③人がまちにすまう  → 目標指標④まちなか居住人口の増加 

 

上記の 4つの目標は、二期計画の課題として抽出された内容の裏返しとなっており、これら

の課題解決に注力することを目標に設定することは、三期計画の適切な目標設定となっている

と言える。 

 

 

 

 

 

 



95 

 

 

 

二期計画の成果と課題、そして三期計画の基本方針と目標指標の関係性を表した図を以下に

示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 中心市街地活性化の目標指標の設定 
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【２】 数値目標設定の考え方 

4 つの目標に対して、数値的に達成状況を評価するために、それぞれに数値目標の設定を行

う。数値目標を設定するにあたっては、本計画において取り組むべき課題や、地域特性等を踏

まえ、以下の 4つの指標を採用することとする。 

（1）中心市街地の余暇活動を促進する視点：休日の歩行者・自転車交通量 

（2）観光来街者等交流人口増加を図る視点：観光関連施設利用者数 

（3）新たな商業・業務の担い手を誘引する視点：新規出店・起業数 

（4）居住者増加による恒常的なにぎわい創出を図る視点：中心市街地居住者人口割合 

 

 

基本的な 

方針 

中心市街地

の活性化の

目標 

目標指標 

第二期 

基準値 

（H２９） 

第二期 

目標値 

（R５） 

第二期 

最新値 

（R４） 

第三期 

基準値 

（R４） 

第三期 

目標値 

（R１０） 

基本方針１ 

「人がまちを

いきかう」 

目標① 

休日の 

にぎわい創出 

休日の 

歩行者・

自転車 

交通量 

（人/日） 

休日：

22,915 人 

 

休日：

26,164 人 

 

休日： 

21,166 人 

 

休日： 

21,166 人 

 

休日： 

26,270 人 

 

基本方針１ 

「人がまちを

いきかう」 

目標② 

交流人口の

増加 

観光関連

施設利用

者数 

－ － 
107,835

人/年 

107,835

人/年 

170,101

人/年 

基本方針２ 

「人がまち

をつくる」 

目標③ 

商業・業務 

機能の活性化 

新規 

出店・ 

起業数 

（店舗） 

11 

店舗/年 

年平均 

13 

店舗/年 

5 ヶ年累計

65 店舗 

15 

店舗/年 

15 

店舗/年 

年平均 

15 

店舗/年 

5 ヶ年累計

75店舗 

基本方針３ 

「人がまち

にすまう」 

目標④ 

まちなか居住

人口の増加 

中心市街地

居住者 

人口割合

（％） 

5.37％ 5.56％ 5.42％ 5.42％ 5.75％ 

  

 

表 中心市街地活性化の目標値 
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（１）中心市街地の余暇活動を促進する視点 

指標：休日の歩行者・自転車交通量 

項目 休 日 

令和 4年度 基準値 21,166  

推計値（平成 30年度及び令和元年度平均）(ア) 25,098 

各種対策を行った場合の増加数(イ)(①＋②＋③＋④) 1,172 

中心市街地まちなか再生事業① 338 

土浦港周辺広域交流拠点整備事業② 698 

まちなか定住促進事業の増加分③ 90 

歴史的まちなみ形成関連事業の増加分④ 46 

目標値 (ア)＋(イ) 26,270 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

休日の歩行者交通・自転車交通量は、新生活様式の浸透や、新型コロナウイルスワクチンの

接種等により、日常生活への行動制限が少しずつ緩和されたことから、令和 3 年度と比較する

と回復傾向にある。 

しかしながら、依然として目標達成は厳しい状況であることから、二期計画に引き続き、各

種事業により中心市街地における新たな余暇の過ごし方を提供するとともに、歩行者・自転車

利用者の利便性向上、中心市街地へのアクセス性向上を図り、歩行者・自転車利用者の増加と

ともに、交流人口の増加を目指す。 

 

27,253 

21,138 

19,555 

17,347 

23,029 22,915 

24,835 
25,361 

21,964 

20,527 
21,166 

26,270 

15,000人

20,000人

25,000人

30,000人

H24年 H25年 H26年 H27年 H28年 H29年 H30年 R元年 R2年 R3年 R4年 R5年 R6年 R7年 R8年 R9年 R10年

休日の「歩行者・

自転車の増加数」

（5,104 人／日）

目標値

図 中心市街地歩行者・自転車交通量の推移と目標値 
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毎年 11月に、歩行者・自転車交通量を計測記録している。調査の対象地点は、土浦市中心市

街地の区域のうち、JR 常磐線土浦駅から亀城公園までの路線を主として、下図の 11 地点を設

定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 土浦市中心市街地基礎指標調査における歩行者・自転車交通量調査地点 

東
郷
ビ
ル
東
側 

川口町バス停前 
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《算 定》 

[推計値] 休日 25,098人/日(ア) 

 

令和 4年の実績値は、休日 21,166人/日であったが、新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、令和 2年から令和 4年の歩行者自転車交通量データは大幅に減少しており、推計値の計算

に令和 2年から令和 4年の実績値を採用することは適していないと考える。 

一方で、令和 5年に新型コロナウイルス感染症が感染法上、「5類感染症」の位置づけとなっ

たことから、令和 5年以降は令和元年度と同等の数値へと回復すると考えられる。 

したがって、都市機能集約に関する各種事業（市役所本庁舎移転、土浦駅前北地区市街地再

開発事業等）の効果発現が見られた平成 30 年及び令和元年の 2 年間の平均値を、推計値と設

定する。 

 

表 休日の歩行者・自転車交通量の推移 

 H28年 H29年 H30年 R1年 R2年 R3年 R4年 

休日 
歩行者・ 

自転車交通量
（人/日） 

23,029 22,915 24,835 25,361 21,964 20,527 21,166 

 

推計値（平成 30年～令和元年平均値） 

＝（24,835+25,361）÷2＝25,098 

＝休日 25,098人/日・・(ア) 

 

[増加要因] 各種対策を行った場合の増加数 

① 中心市街地まちなか再生事業 338人/日 

「趣・おもてなしゾーン」に位置する中央一丁目地区にて、新たなにぎわい創出を図るため、

商業施設等の民間活力導入を図るとともに、子育て支援施設や交流拠点施設等の公共施設の導

入を進めることで、中心市街地に新たなにぎわいを創出し、休日の歩行者・自転車交通量の増

加を見込む。 

 

・新たな拠点施設の整備効果 

新たな拠点施設の整備により、中央地区周辺の歩行者・自転車交通量が 10％（※）増加する

と見込む。 

※アルカス土浦整備によるハード整備効果を準用（二期計画より） 

  （平成 30年アルカス土浦周辺歩行者・自転車交通量）-（平成 29年アルカス土浦周辺歩行者・自転車交通量）÷ 

  （平成 29年アルカス土浦周辺歩行者・自転車交通量） 

  ＝（13,903人/日-12,662人/日）÷12,662人/日≒10％ 
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拠点整備による効果が表れる地点を歩行者・自転車交通量調査 11 地点における次の 3 地点

とし、それぞれ 10％の増加を見込む。（基準となる歩行者・自転車交通量は新型コロナウイル

ス感染症の影響前である令和元年度を採用。） 

川口町バス停前：1,658人×10％＝165人 

大徳前：1,317人×10％＝131人 

まちかど蔵前：424人×10％＝42人 

3地点増加分合計 165人+131人+42人＝338人/日 

 

② 土浦港周辺広域交流拠点整備事業 698人/日 

りんりんポート土浦に隣接する市有地に民間活力を導入し、新たな集客施設の整備を行うこ

とで、土浦港周辺地区への来訪者の増加を図り、歩行者・自転車交通量の増加を見込むことと

する。 

 

・新たな観光交流拠点施設の整備効果 

新たな観光交流拠点施設の整備により歩行者・自転車交通量が 10％（※）増加すると見込

む。 

※アルカス土浦整備によるハード整備効果を準用（二期計画より） 

 

・歩行者・自転車交通量調査 11地点のうち、土浦駅から川口二丁目地区への歩行者・自転車

自転車動線である 3地点での歩行者・自転車交通量の増加を見込む（基準となる歩行者・

自転車交通量は新型コロナウイルス感染症の影響前である令和元年度を採用）。 

 

東郷ビル東側（アルカス土浦横）：1,907人×10％＝190人 

土浦駅東西通路：4,245人×10％＝424人 

川口ガード下：841人×10％＝84人 

3地点増加分合計 190人+424人+84人＝698人 

 

③ まちなか定住新規要素の増加分 休日 90人/日 

・学生単身世帯 

20人×5年間＝100人 

ここから期間中の転出を 20人見込む。 

100人-20人＝80人 

 

・多世代同居近居 

5世帯×1.9人×5年間＝47人 

※1.9人（中心市街地の令和 4年 10月の常住人口の平均一世帯人員数） 

 

・増加人口の歩行者影響値（往復の係数を乗ずる前に小数点 1位以下は切り捨てる） 

（80人+47人）×36.0％（「第 6回東京都市圏 PT調査(平成 30年実施)」、歩行者・自転車

割合）×2（往復）＝90人/日 
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④ 歴史的まちなみ形成関連事業による増加分 46人/日 

「亀城公園・整備活用事業」、「歴史的建造物の整備・活用事業」等による交流人口の増加に

伴う歩行者・自転車交通量の増を見込む。亀城公園及びまちかど蔵「大徳」「野村」の来訪者

が計測を最低 1地点は通過するとした往復分を見込む。 

 

・観光関連施設の休日利用率 

35,951人（令和 4年度休日利用者数）/73,337（令和 4年度利用者数）＝49.0％ 

※観光関連施設（観光物産館「きらら館」、まちかど蔵「大徳」・「野村」）の令和 4年度の利用者数より

設定 

 

・亀城公園来訪者増加分 

休日 1日あたりの亀城公園来訪者数 

56,244人（令和 4年度来訪者延数）×49.0％（令和 4年度休日利用率）/118日（令和 4年

度休日数）≒233人 

 

・各種施策による増加後来訪者数 

233人/日×5％（交流人口増加率 5％、指標「観光関連施設利用者数」）＝11人/日 

往復分歩行者・自転車交通量増加 

11人×2（往復）＝22人/日・・a 

 

・まちかど蔵「大徳」「野村」来訪者増加分 

休日 1日あたりの「大徳」「野村」来訪者数 

27,604人（令和 4年度休日来訪者延数）/115日（令和 4年度休日数（休館日除）） 

≒240人/日 

各種施策による増加後来訪者数 

240人/日×5％（交流人口増加率 5％、指標「観光関連施設利用者数」）＝12人/日 

往復分歩行者・自転車交通量増加 

12人×2（往復）＝24人/日・・b 

 

来訪者増加による影響分 

22人/日(ア)+24人/日(イ)＝46人 

上記合計 ①338人/日+②698人/日＋③90人/日＋④46人/日＝1,172人/日(イ) 

[目標値] 

休日の歩行者・自転車交通量(人/日) 

＝推計値(ア)25,098人／日＋各種対策を行った場合の増加数(イ)1,172人／日 

＝26,270人/日 

[フォローアップの考え方] 

歩行者・自転車交通量については、毎年調査の実施・報告を行うものとし、必要に応じて改

善策を実施する。なお、計測日については、天候やイベントの有無に左右されないよう予備日

を設けて調整を行う。 
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（２）観光来街者等交流人口増加を図る視点 

指標：観光関連施設利用者数 

項目 年間利用者数 

令和 4年 基準値 107,835  

令和 10年 推計値(ア) (①＋②) 163,155  

最小二乗法による令和 10年 推計値① 133,562  

りんりんポート土浦② 29,593  

政策的付加交流人口(イ) 6,946 

目標値 (ア)＋(イ) 170,101 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市は、中心市街地内に亀城公園周辺の歴史資源、中城通りの歴史的景観、霞ケ浦の湖上観

光など多くの観光資源をもつ都市である。今後の経済発展を考えると、域内の消費循環だけで

なく、域外からの交流人口を増加させ、経済効果を高めていくことが求められる。 

また、近年増加する外国人旅行者のインバウンド需要を効果的に取り込んでいくことも重要

である。 

このようなことから、観光インフラの整備、観光客に対する各種利便サービスを向上する等

によって、観光交流人口をより一層増やすことを前提に、観光関連施設の利用者数の目標を設

定する。 

 

 

目標値 

図 観光入込客数の将来推計（最小二乗法の適用） 
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《算 定》 

[考え方] 

中心市街地に位置する主要観光施設の利用者数データを利用して、最小二乗法により令和

10 年の推計値を算出し、さらに各種事業の実施等による利用者数の増加を見込んで、令和 10

年度の目標値を設定する。 

中心市街地の主要観光施設については物産販売所「きらら館」、まちかど蔵「大徳」「野村」、

交流拠点施設「りんりんポート土浦」を設定する。 

なお、新型コロナウイルス感染症拡大の影響が、観光関係には顕著に及んでいることから、

令和 2年から 4年における利用者数データは異常値として考慮しないこととし、それまでの 5

年間、平成 27年～令和元年の利用者数データに最小二乗法を適用するものとする。 

 

[推計値の算出] 

以下に、物産販売所「きらら館」、まちかど蔵「大徳」「野村」、りんりんポート土浦の利用

者数をグラフに示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 観光関連施設利用者数の推移 

 

上図に示されるように、令和 2年～4年は利用者数の落ち込みが激しく新型コロナウイルス

感染症の影響は顕著であり、この期間のデータは異常値として、推計に用いるのは不適切と考

えられることから、物産販売所「きらら館」、まちかど蔵「大徳」「野村」の利用者数を推計す

るための最小二乗法を用いるデータは平成 27年～令和元年が適切であると判断した。 

その場合の推計値は 133,562人であった。 
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また、りんりんポート土浦は令和 4年度の利用者数が維持されるものと推定する（令和 4年

度利用者数 29,593人） 

令和 10年推計値 

＝133,562人（物産販売所「きらら館」、まちかど蔵「大徳」「野村」利用者数）+29,593人 

（りんりんポート土浦利用者数推計）＝163,155人(ア) 

 

[増加要因] 政策的付加交流人口 6,946人/年(イ) 

物産販売所「きらら館」、まちかど蔵「大徳」「野村」の政策的付加交流人口交流については、

増加率を 5％と設定して、平成 27年～令和元年の 5か年の平均交流人口に乗じて求める。 

 

政策的付加交流人口＝（96,013人＋113,345人＋112,804人＋121,770人＋102,807人）÷5 

×0.05＝5,467人/年・・ａ 

 

りんりんポート土浦については、令和 4年度の利用者数に増加率 5％を乗じて、政策的付加

交流人口を求める。 

政策的付加交流人口＝29,593人×5％＝1,479人/年・・ｂ 

 

政策的交流人口合計＝5,467人(ａ)+1,479人(ｂ)＝6,946人(イ) 

 

※関連事業 

 ・亀城公園整備・活用事業や及び歴史的建造物の整備・活用事業により、本市の風格と趣のある

歴史的景観の形成を推進し、「趣・おもてなしゾーン」の魅力向上に伴う来訪者の増加を図る。 

  また、引き続き、協働のまちづくりファンド事業や都市景観整備事業に取り組むことで、歴  

史的趣を風化させることなく、歴史情緒あるまちなみの維持を図る。 

 ・土浦港周辺広域交流拠点整備により、りんりんポート土浦に隣接する市有地に民間活力を導入

した新たな交流拠点を整備することで、市民に広く開放されるとともに、市外からの観光客が

訪れる魅力ある空間を整備し、来訪者の増加による中心市街地のにぎわい創出を図る。 

  また、りんりんポート土浦では、各種サイクリングイベントの拠点として、利用されているが、 

  更なる誘客に向けて、施設の魅力向上を図る施策を実施することで、来館者の増加を目指す。 

 ・サイクリング事業では、インターネット上の仮想空間であるメタバースを活用した情報発信を

行うなどの新たな取組を進めることで、訪れやすいサイクリング環境づくりを推進し、国内の

みならず海外からも観光客やサイクリストの誘致を図る。 

  中心市街地には市や県、民間が行うレンタサイクルの拠点が多くあることから、レンタサイク

ルの利用による観光関連施設の利用者数の増加が期待できる。 

 

[目標値] 163,155人(ア)+6,946人(イ)＝170,101人 

 

 



105 

 

[フォローアップの考え方] 

観光施設入館者数は、毎月集計を実施しており、毎年 3 月 31 日現在のものを当該年の観光

施設入館者数として捉えていることから、毎年その実績値を把握し、進捗状況を確認するとと

もに、毎年報告を行い、達成状況を検証しながら、必要に応じて事業効果を促進する措置を講

じるものとする。 

 

 



106 

 

（３）新たな商業・業務の担い手を誘因する視点 

指標：新規出店・起業数 

 

令和 4年 基準値 15 店舗/年 

令和 10年 推計値(ア) 13 店舗/年 

各種対策を行った場合の増加数(イ)(①＋②) 2 店舗/年 

① 新規施策による出店・起業数 1 店舗/年 

② 新たな交流拠点施設整備による出店・起業数 1 店舗/年 

目標値 (ア)＋(イ) 
平均 15 店舗/年 

5ヶ年累計 75店舗 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二期計画においては、空き店舗に開業する事業者に家賃の一部を補助する「中心市街地開業

支援事業」等により、魅力ある商店街の創出を進めた。 

三期計画においても、引き続き空き店舗・空き事務所への開業支援を図る一方で、空き店舗

等の発生状況に偏りが見られることから、うまく賃借等がされていない可能性が考えられるた

め、空き店舗・低未利用地の所有者に対し、活用を促す取組を継続して実施する。 

以上より、三期計画においては、新規出店・起業数を目標として設定する。 
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図 新規出店・起業数の推移 
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《算 定》 

 

[推計値] 令和 10年推計値 13店舗/年(ア) 

二期計画の目標指標にて、新規出店・企業数は 13店舗/年としており、目標の達成が見込ま

れることから、新たな施策を実施しなかった場合の新規出店・起業数は 13 店舗/年が継続す

ると考え、令和 10 年の推計値は 13 店舗/年とし、令和 6 年から令和 10 年までの 5 年間で累

計 65店舗の新規出店・起業数があるとする。 

 

 [増加要因] 各種対策を行った場合の増加数 2店舗/年(イ) 

① 新規施策による出店・起業数 

中心市街地企業立地促進事業の新規実施による効果 

：新規出店・起業数＝1店舗／年 

② 新たな交流拠点施設整備による出店・起業数 

土浦港広域交流拠点整備及び中心市街地まちなか再生整備事業による拠点整備の波及効果    

として、次の出店・起業効果を見込む。 

：新規出店・起業数＝1店舗／年 

 

上記合計 ①1店舗/年＋②1店舗/年＝2店舗/年(イ) 

 

[目標値] 

新規出店・起業数 

＝令和 10年推計値(ア)13店舗/年＋各種対策を行った場合の増加数(イ)2店舗/年 

＝平均 15店舗/年（5ヶ年累計 75店舗） 

 

[フォローアップの考え方] 

中心市街地新規出店・起業数については、土浦市が毎年度実施する空き店舗調査の結果に基

づき、前年度調査との比較等により新規出店数を計測するものとし、必要に応じて改善策を実

施する。 
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（４）居住者増加による恒常的なにぎわい創出を図る視点 

指標：中心市街地居住者人口割合 

令和 4年 基準値 7,699 人 5.42% 

令和 10年 推計値(ア) 7,740 人  

各種対策を行った場合の増加数(イ)(①＋②) 127 人  

① まちなか定住促進【学生支援】による居住人口増加数 80 人  

② まちなか定住促進【近居同居】による居住人口増加数 47 人  

目標値 (ア)＋(イ) 7,867 人 5.75% 

●基準値：5.42% ＝中心市街地人口 7,699人／総人口 141,980人（R4） 

 ↓ 

●目標値：5.75% ＝中心市街地人口目標値 7,867人／総人口 136,803人（R10） 

※R10 推計人口は｢土浦市人口ビジョン」(土浦市）に基づく 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中心市街地においては、市独自の「まちなか定住促進事業」を実施し、主に市外からの転入

者の増加を図ってきた。これまでの中心市街地での取組により、土浦駅周辺の利便性が向上し

たことで、土浦駅周辺には複数のマンションが建設されており、令和 4年には、大和町北地区

に総戸数 195戸のマンションが竣工したことで、今後の中心市街地居住者人口の増加が期待さ

れているところである。 

しかし、コンパクトシティの実現に向けて重要な本市の中心的な拠点である中心市街地への

人口集約は不可欠であることから、三期計画においても、中心市街地居住者人口割合を目標と

して設定する。 
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中心市街地人口の推移と目標値

目標値：5.75%

基準値：5.42%

基準値：5.42% 中心市街地人口7,699人／総人口141,980人（R4）

↓

目標値：5.75% 中心市街地人口目標値7,867人／総人口136,803人（R10）

※R10推計人口は「土浦市人口ビジョン」（土浦市）に基づく

図 中心市街地人口と人口割合の推移 
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《算 定》 

〇土浦市の将来人口の減少による影響 

国立社会保障・人口問題研究所（以降、「社人研」）による将来人口推計によると、土浦市の

将来人口は既に減少傾向にある。社人研の推計を基礎として、土浦市では人口ビジョンを作成

し、土浦市の将来人口の目標を設定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：第 2 期土浦市まち・ひと・しごと創生 人口ビジョン・総合戦略 

令和 2 年 3 月 土浦市 

 

基準年である令和 4 年（2022 年）の人口を 2020 年と 2025 年の推計値を直線補間すること

で求め、同様に、目標年である令和 10年（2028年）の人口を 2025年と 2030年の推計値を直

線補間することで求め、それによって、令和 4年から令和 10年までにどれだけ人口が減少す

るのかを比率で求める。 

 

 

図表 将来人口推計 
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令和 4年（2022年）の推計人口＝(137,153－133,126)×3÷5＋133,126＝135,542人 

令和 10年（2028年）の推計人口＝(133,126－128,922)×2÷5＋128,922＝130,604人 

令和 4年から令和 10年での人口減少率＝1－130,604÷135,542＝3.6％ 

 

[基準値] 令和 4年基準値 7,699人 

令和 4年 10月 1日現在の常住人口。 

 

[推計値] 令和 10年推計値 7,740人(ア) 

新たに中心市街地の定住促進対策を行わなかった場合、令和 10年の推計値は、土浦市総人

口の将来人口の推移（人口ビジョンで設定）と同じ傾向を有すると考える。 

また、令和 4 年 10 月 1 日現在の中心市街地居住者人口は 7,699 人であるが、令和 4 年 11

月に総戸数 195 戸のマンションが竣工した影響を考慮するため、推計値を求める際の基準値

は令和 5年 6月 1日現在の数値である 8,029人を用いることとする。 

 

令和 10年の中心市街地人口推計値＝8,029人×(1-0.036)≒7,740人 

 

全市人口の令和 10年推計値についても同様に令和 5年 6月 1日現在の全市人口を推計に用

いる基準値として扱い、人口ビジョンでの減少率 3.6％を用いて求めることとする。 

 

令和 10年の全市人口＝141,912人×（1-0.036）≒136,803人 

 

[増加要因] 各種対策を行った場合の増加数 127人(イ) 

① まちなか定住促進事業【学生支援】による居住人口増加数 

増加要因としては、以下のように見込む。 

・年間 20人×5か年＝100人 

ここから、期間中の転出を 20人見込む。 

100人-20人＝80人① 

 

② まちなか定住促進事業【近居同居】による居住人口増加数 

増加要因としては、以下のように見込む。 

・年間 5世帯×1.9人×5か年＝47人 

上記合計 ①80人＋②47人＝127人(イ) 

 

[目標値] 

中心市街地居住者人口 

＝令和 10推計値(ア)7,740人＋各種対策を行った場合の増加数(イ)127人 

＝7,867人 
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以上に対して、全市人口割合を算出 

●基準値：5.42% ＝中心市街地人口 7,699人／総人口 141,980人（R4年 10月 1日常住人口） 

↓ 

●目標値：5.75% ＝中心市街地人口目標値 7,867人／総人口 136,803人（R10） 

 

[フォローアップの考え方] 

中心市街地居住者人口は、5 年に一度実施される国勢調査のデータをもとに、毎月の増減

データを反映させた推計人口のうち、毎年 10月 1日現在のものを当該年の居住者人口として

捉えていることから、毎年その実績値を把握し、進捗状況を確認・報告するとともに、達成状

況を検証しながら、必要に応じて事業効果を促進する措置を講じる。 

 

 

 

 

 

 


